




















































































ちなみに，ILO100号条約の英文表記は，“The principle of equal remuneration for men and women
workers for work of equal value”労働憲章に謳われている英文表記は，men and womenが削除された
“The principle of equal remuneration for workers for work of equal value”である。また，ヴェルサイユ
条約の427条第７項に掲げられている英文は，“The principle that men and women should receive equal


















(5) Commission de Le´gislation Internationale du Travail, Recueil des Actes de la Confe´rence Partie Ⅵ Commissions de la
Confe´rence（Proce´s-verbaux, Rapports et Documents C Questions Ge´ne´ral, Imprimerie Nationale, 1922, pp.１-288．














働が同一な男女に対して同一賃金を支払うべき」（That equal wages should be paid to women as is paid
to men for equal work performed.）という表記である。またイタリア案は，「性にかかわらず同一労働
の労働者には同一賃金」（Equal pay for equal work for workers of either sex.）である。この原則は２か
国から提案があったという理由によって19項目の中に残り，事の重大さから第７番目に位置づけ
られ，「同一労働の男女に同一賃金を支払うべき原則」（The principle that equal pay should be given to













国際女性会議（International Women’s Council）のクロア（Avril de Saint Croix）は，男女の処遇に
不平等と不公正な（injustice）賃金があるので，同一労働同一賃金（That the principle of equal pay for
equal work should be concede both as regard men and women；Que soit acquis, pour la femme comme pour
l’homme, le principe：a｀ travail e´gal, a salaire e´gal）を要望している。
女性福祉事務所（Office des Inte´rets fe´minins）のデュシェーヌ（Duche＾ne）（７）は，「生活する権利と
最低賃金」と題した小冊子を手渡して十分な生活物資を得，道徳や知的要求を満たす最低賃金を男
女に適用することを主張した。




フランス女性権利同盟（Ligue francaise du Droit des Femmes）のヴェロヌ（Maria Ve´rone）は，相
応な生活をすることができる最低賃金の確立と男女の同一な労働に対する同一賃金原則の適用の実
施（Enforced application of the principle of equal pay for both sexes for equal work；Application obligation
du principe de l’e´galite´ de salaire pour les deux sexes a｀ e´galite´ de travail）（８）を要求した。
女性参政権連盟会議（Conference of Allied Women Suffragists）ヴァン・デン・プラス（Van den
Plas）は，性にかかわりなく同一労働に対する同一賃金（Equal pay for equal work without distinction









と量において同一価値労働に対して同一賃金が支払われるべきである」（Equal pay should be given













(9) なお，詳細は後述しているが，全米女性労働組合連盟（The National Women’s Trade Union League, WTUL）も
同一価値労働同一賃金ではなく同一労働同一賃金を組織の綱領にかかげ要求していた。イギリスのWTULも同様
である。
(10) James T. Shotwell, Vol.2 op. cit., p.307．
Commission de Le´gislation Internationale du Travail, op. cit., p.202．
(11) James T. Shotwell, Vol.2 ibid., p.307. Commission de Le´gislation Internationale du Travail, ibid., p.202．
(12) James T. Shotwell, Vol.1 ibid., pp.199-220.立法委員会が終了してから講和会議の総会までのいきさつはこれに
もとづいている。
45
的に報酬率が異なることを防止するような規制を各国は採用すること。」（The adoption in each coun-
try of such regulation as will prevent the evils consequent on different rates of remuneration being habitually
given in the same district for the same work, to different categories of the employed；whether those cate-






同一労働原則は，バーンズ案から“in quantity and quality”を削除し，その他の語句を修正した


















(13) James T. Shotwell, Vol.Ⅰ, ibid., p.413,  Commission de Le´gislation Internationale du Travail, ibid., p.345.
(14) Philip Taft and John A. Sessions with a Foreword by George Meany President AFL-CIO（Revised and Edited）Seventy
Years of Life and Labor. An Autobiography by Samuel Gompers, E. P. Dutton & Co., Inc., 1957，p.303.
Philip S. Forner,  1987,  History of he Labor Movement in the United States Volume Ⅶ Labor and World War 1,
1914-1918，International Publisher Co., Inc., p.359.
(15) Philip S. Forner, ibid., p359.
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(16) War Cabinet Committee on Women in Industry, Report of War Cabinet Committee on Women in Industry, Published by
His Majesty’s Stationary Office, 1919.引用か所は本文中に本報告書のパラグラフ番号で示す。



























リス・ウェッブ（Beatrice Potter Webb 以下ウェッブと略す。）も同一賃金原則には３種類あるが，









(20) 大森真紀「イギリスにおける第一次世界大戦下の労働問題――大蔵省協定とアトキン委員会（The War Cabinet
Committee on Women in Industry）報告書を中心に――」『日本労働協会雑誌』第20巻10号，1978年，p.69。
(21) Royal Commission on Equal Pay, Report of Royal Commission on Equal Pay, HM Stationary office,  1944-46, 1946.










































































































(29) Abbott Edith., Women in Industry, Applenton and Company 1910，p.291，p.358.
(30) E. J. Hutchinson, Women’s Wages―A Study of the Industrial Women and Measures Suggested to Increase Them, New
York, Columbia University, 1919，p.18.
(31) R. C. Chapin, The Standard of Living of Washington’s Families in New York City, New York. Charities Publication
Committee, 1909.
(32) E. J. Hutchinson, op. cit., p.45, Alice Kessler-Harris, A Women Wage―Historical Meanings & Social Consequence,
The University Press of Kentucky, 1988, pp.9-12.
(33) Deborah M. Figart, Ellen Mutari, and Marilin Power, Living Wages, Equal Wages―Gender and Labor Market Policies































(34) War Cabinet Committee on Women in Industry, op. cit., p.259.
(35) Sophonisba P. Breckinridge,“Home Responsibities of Women Worker and the Equal Wage”, Journal of Political
Economy 31 August 1923，p.522.
(36) Lawrence Glickman, A Living Wage；American Workers and making of Consumer Society, Cornell University Press,
1999，p.112-124.
(37) Scot Nearing“The Minimum Wage as a Legislative Proposal in the United States”, The Cost of Living The Annals of
the American Academy of Political and Social Science, July 1913，pp.46-47.






























(39) 高島道枝 b pp.11-13.
(40) Hilary Land,“The Family Wage”, Feminist Review 6 1980，pp.65-68.
(41) John A. Ryan, Social Reconstruction, Macmillan Co, 1920, p.43.  ただし，2009年にBiblio Lifeから復刻版がでて
いる。
(42) Sophonisba P. Breckinridge, op. cit., p.524.
(43) Constitution of National Women’s Trade Union Leage of America，1938.
(44) Deborah M. Figart, Ellen Mutari, and Marilin Power, op. cit., p.131.
(45) Henry Pelling, American Labor, The University of Chicago 大河内暁男・神代和欣訳『アメリカ労働運動史』時
事新書，1962年，p.162。
(46) Philip S. Forner, op. cit., p.199.
































(48) 居城舜子 b「コンパラブル政策について―COCA（Committee on Occupational Classification and Analysis）の報
告から」『紀要』常葉学園短期大学　第24号　1993年。居城舜子 c「アメリカ合衆国のペイ・エクイティ運動の
意義―労働運動フェミニズムの反発と受容―」『女性労働研究』No.38 女性労働問題研究会編　2000年。
(49) Deborah M. Figart, Ellen Mutari, and Marilin Power, op. cit., pp.124-125.
(50) ペリング『アメリカ労働運動史』前掲書 p.169。













会議（British Trade Union Congress）は同一賃金決議をし，政府に対してすべての政府組織にこの原
則の採択と実行を迫った。1944年に同一賃金委員会（Royal Commission on Equal Pay）が設置され
た。委員会は，1946年に報告書をまとめ提言をしている（52）。すでに家族手当を含めた新しい社会
保障スキームが提案されていたこともあって，同一賃金原則の実施に弾みがついたという（53）。同
一賃金委員会によると，同一労働とは，同一もしくは同一と認定される労働（the same work or



















(52) Royal Commission on Equal Pay, op. cit., pp.１-218.































議論は，同一報酬（equal Remuneration）と同一価値労働（work of equal value）についてそれぞれ
(54) Hilary Land, op. cit., p.72.
(55) ILO Report V（1）（1950）：Equal Remuneration for Men and Women Workers for Work of Equal Value, Geneve, p.12.







職務遂行に応じた報酬（Remuneration based on relative performance of men and women work on compa-
rable character），②使用者にとっての総価値（overall）もしくは生産費に関連した価値を基準に決
定される報酬（remuneration based on the value defined with reference to costs of production or over-all
value to the employer），③性にかかわりなく職務内容にもとづく賃金率（wage rates based on job con-


























(58) ILO Report V（1）, op, cit., pp.20-21.
(59) ILO Report V（1）, ibid., pp.21-25.
(60) ILO Report V（1）, ibid., pp.25-37.






























(62) ILO Report V（1）, ibid., p.49
(63) ILO Report V（2）：Equal Remuneration for Men and Women Workers for Work of Equal Value, Geneve, 1950，
pp.59-64.
(64) ILO Report Ⅶ（1）：Equal Remuneration for Men and Women Workers for Work of Equal Value, Geneve, 1951，
pp.25-37.


































(66) ILO, Global Report under the follow-up to the ILO Declaration on Fundamental Principles and Rights at Work
2007，p.12xii.
(67) 居城舜子 e「欧米における同一価値労働同一賃金原則の動向とILOのジェンダー中立的な職務評価方法」『やっ
てみよう！職務評価』労働教育センター　2010年　pp.76-77。
59
盟国の法律を点検し報告をすることを要請している。法の実効性を高めるために，ジェンダー中立
的な職務評価やその実施の監視などの対策が不可欠なので，平等を監視する体制を強化することが
提案されている。EUも同一価値原則を実効性あるものにするためにあらたな挑戦の段階に入った
といえる。
EU加盟国以外にも近年カナダ，ケベック州では適用対象を拡大する改正を行っている。ニュー
ジーランドは公共部門において統一的な職務評価の実施に挑戦している。
さらに，同一価値労働原則ばかりでなく最低賃金制度や団体交渉など賃金構造に直接影響を与え
る要因（68），さらにはそれ以外の間接的な要因にまで拡大して対策を検討し，その監視体制やチェ
ック体制の強化にのりだしている。
日本への示唆と課題
日本においてもコース別雇用管理制度や雇用形態による賃金差別に対抗する「均等待遇」（同一
価値労働原則）を求める運動が広がっている。パートタイム労働法において均衡処遇が導入された
ことや，雇用機会均等法におけるコース別雇用管理の制限などはその成果である。また，京ガスや
兼松などの裁判で原告は職務評価を基礎に男女賃金差別を主張したが，ともに十分ではないが原告
の主張の一部が認められた。非正規労働者が激増している今日，より広範囲な労働市場の中で戦略
を検討すべきとはいえ，この原則の可能性はより広がっている。
これまでみてきたように同一労働原則や同一価値労働原則は，同一（価値）労働や同一賃金のふ
たつの面で，変化してきた。それらを変化させる要因は，ジェンダー関係を含めて時代を規定する
諸要因の合力である。時代状況の対資本，対ジェンダー間の矛盾の中でこの二つの内容は揺れ動く。
ヴェルサイユ条約の同一賃金条項からILO100号条約へと連なってゆくプロセスをみると，男女同
一賃金の課題は家族賃金を中軸とする賃金制度との相克の中で展開されていることは明らかであ
る。また，アトキン委員会や同一賃金委員会さらにはILOの議論など，今までの同一価値労働原則
をみると，多様な解釈がなりたつことが分かる。この議論に照らして，日経連や経団連をはじめ各
界で主張している同一価値労働を検証してみる必要がある。歴史をふりかえれば同一労働から同一
価値労働へとすすむ道のりは長いことも明らかである。その決め手は，共通に図る物差しの有無で
ある。さらに，これを保障する立法や推進する主体の形成である。
同一賃金委員会は同一労働を確定するのは難しいと述べているように，日本の場合は，職務を分
ける境界線はないかのごとくであるから特に難しい。また，日本の場合，どの賃金と比較するのか，
ということも大きな課題である。幾つかの試みがあるが，これに十分に応えているとはいいがた
い。
また，端緒的にしか検討してはいないが，男女平等賃金に対するスタンスに関して，イギリスと
アメリカの違いもうかがい知ることができる。イギリスにおいて発展するナショナルミニマムや社
(68) 居城舜子 f「賃金構造の変化とペイ・エクイティの可能性」経済理論学会編『季刊経済理論』第44巻３号，
2007年 p.27。
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会手当と連動させた男女平等賃金は，確実に家族賃金を脱却する可能性はあるが，一方で男女平等
賃金への取り組みが進まない。100号条約の原案にイギリスは賛同しなかったが，その理由は財政
が逼迫しているためであった。一方，両大戦間をはさんでイギリスに代わって資本主義をリードす
るアメリカは，社会手当の遅れを頓着せず男女平等賃金への取り組みを進めている。生活賃金運動
にみるように賃金の上昇によって社会保障の不備を補おうとしているかのように見える。両者を見
据えて，今後の日本の行方を検討する課題を明確にしなければならない。又，事実上日本の最低賃
金はパート昨給を規制していることを考慮すると，EUにみるようにこれも包括した中立的な賃金
制度が検討されねばならない。
最後に付言すると，日本の労働基準法第４条や「パートタイム労働法」が同一価値労働原則の実
施を保障させるためには，どのような方法が効果的か，なども課題として残されている。労基法４
条が成立した時点で今日のような同一価値労働原則が確定していなかったという事実を考えると，
これについても本格的な再検討をすべきときであろう。
（いしろ・しゅんこ　元常葉学園大学教員）
